
平成 23年度 事業概要報告

新執行判
`に

おき kヽして初めての事業年度である平成 23年度を夕(事終えることがで

きました。このことは何をおいても会員の皆様のご〕11炸 とご協力の賜物と心より感 Bl中

し Lげま〕っ

さて、平成 23年度)業につきましては、定時総会において承認されました芋業を執

行することを中心に、次年度に予定する事業をすみやかに実行できるよう、その基盤づ

くりにも取り組んでまいりました。

そのlllI要につきましては、車業中問報1子においてすでにご辛腱告したとおりですが、ど

の事業も我が会にとつて喫黙の課題であります。

内にあつては、会員に対する利用者からの少なからぬ古惜への刑応、年々lYl加する・l

業についての費用刈効米の再評 lll、 会員の受託件数によつて左右される本公収人の有り

様についての検討等が挙げられます。また、外にあつては、1燐接l il能 との業際
ll題や司

法害士に対り
~る
社会的要求の J・Jま り、大都市判を市場としていた同職の和歌山県内への

進出等、私たちの予想をはるかに超える速さでTrl々 の剣tl■lが喪ってきております。

そのなかで、総務部においてはあらゆる規則・規程の几直しや策定を行い、会糸H織の

統一された基準づくりを日精し、経劇と都では、1血税ともいえる会費収人を可能な限り事

業に費やせるよう、会員の日常的負担が増大することを理解しながらも、旅費規れを兄

直しました。

隣接職能よリー歩先んじるために、相談業務とリンクさせながらラジオ放送等のマス

メディアを利用した広報を大 llに取り人れたことは、利用者にとつて司法書士がさらに

身近な存在であることを印象づけたと白負しております。

司法苦十の能力をさらなる高みへ、との考えから研修部ではそのメニューを増加 し、

多様な業務にllILえ うる実力を多くの会貝が獲得できる機会を提供できたのではないか

と思います。

また、私たち司法苦士の存在すらも知ることのない高校生逆に、社会に旅立ったとき

の怖さや壁にぶつかつたときの解決策をおばろげながらも伝授できた法教育I業は今

後も継統すべきものと考えます。

昨年は日本中が「被災〕という言某一色,に染まった 1狗■でもありました。和歌山県に

おきましても想像を絶する災雨によつて多くの方が被災し、今もそのコi活に大きな不安

を抱えておられます。相談事業部ではどのよ賊能団体よりもいち早く被災地にЫXけつけ、

悲惨な状況の県民のために丁申に誠実に刑応することができたことは、すぐそばにいる

私たち司法苦士だからこそなし得たことだといえます。

これら具体的卒業の詳和‖な報告は各部から行いますが、平成 24年度におきましても

会貝の皆様のさらなるご協力を1頁成し、様々な場 flでのご活躍をお願い F口 し上げます。



平成 234卜度総務部ヨ〒づ(辛睫/1i

総務部長 赤 〕キ 障 義

1 総会承認坤:業

(1)ホームページの充実

(2)日 司逆細紀・注意仙告規則永準案の検刊

(3)井司調査  別紙①のとお り

(4)近司連束 日本大震災支援I業への脇力

別紙②のとお り

(5)会員第附の作成

(6)会史編纂

2 総会承認外事業

(1)事務局整備

(2)れ1歌山県司法書士会会議規程策定 (別紙⑥のとお り)

(3)不H歌山県司法書十会相統財産管Jlll人等候補者推Л与水準の策定

(別紙①のとお り)



非司調査 (司法書士法施行規則第41条の 2の規定による調査 )

(川紙① )

平成 23年度は和歌山地方法務局本風埜記都ドロと四辺文局で非司調 41kを

実施。

本局については平サ戎23年 8月 11日 午前 9H寺から午後 4時まで、延 13
第の訓査員を派遣 して、本l14階会議室において、平成 22年 5月 1日 から
lll1 3 1日 までの不動産4記 中詰吾頻 (表示に関すると記の中詰書類を除
く)を対象に調査 しました。
調査件数 2144件 。 うち疑わしきもの 4件 とい う結呆となりま した。
また田辺支 lp」 については、平成 23年 8月 18日 午前 9時から年後 4時ま
で延 3/FIの訓査員を派遣 して口H辺文局 1階会議室において平成 23年 2月
1日 から同月 3月 31日 までの不動止益記中請普叛 (表示に関する登記の中
請書類を除く)を対象に調査 しました。
調査件数 2228件 。 うち疑わしきもの 7件 とい う結米となりました。

調査員

(湘1歌山)

数中T治・宮脇直也・泉好―・赤井博義 ,tVllF谷知樹・坑男人・西川邦狛1
)キ 1ニリム … 木村直4・ 菱州=明人・伊澤徹・池「H芳数 。二木狛大

(口]辺 )

寒川真典・野円明弘・向井良平・曜田紀代美・庄上輝子・鈴木静生

Itt hfN夫・栗林秀成                l」 t称略



近司連東日本大震災支援事業への協力 (相談員)

(乃 )和氏②)

氏 |々

ん
リ ロイ司

中 恵 宮城一斉相談 6月 10日 ～ 12日

森脇 広幸 宮城一斉相談 6月 10日 ～ 12日

山本美佐子 官城一斉相談 6月 10日 ～ 12日

井日 浩司
福島県相馬市相談会 (6/27) 6月 26日 ～28日

楠見 郁夫

阪本 秀人

福島県相馬市相談会 (9/12) 9月 11日 ～12日

森脇 広幸

林 紀久夫
福島県相馬市相談会 (■/14) 11月 13 日-14日

山本美佐子

山本美佐子

福島県相馬市相談会 (3/2)
3月 1日 ～2日

阪本 秀人 3月 1日 ～3日



れ1歌山県劇法昔す会総会会議規程

(泊主24午 2月 4日 理事会 ll定 )

川紙③

第 1章 総則

第 1節 日的と迪川

(研 十殉)

第 1条 この規FF!は、和歌山県劇法書士会の総会 (以 卜 1総会Jと いう。)の秩序を確立し、民主

的かつ効率的に連営することを‖的とする。

(適 用)

第 2条 総会は、和歌山県司法苦士会会則 (メ ド「会則 1と いう。)l1/びにれ,歌山只 i〕法 l・十会役

員等選任規則に定めない事項についてはこの規ffに よる。

第 2節 1/V集及び出席

(資料の発送)

第 3条 総会の招集十 (以下「171朱者Jと いう。)は、総会の招朱日から10日 前までに、議案の

審議に必要な資料を司法書士会員 (以 下「会員Jと いう。)に発送するものとする。ただし、やむを

得ない錫合は、その期間を//41締することができる。

(参朱の用出)

第 4条 会員は、招矢当日に会議場に参集 し、その旨を招集考に届出なければならない。ただし、

会則第 14条に該当するイは総会に参加できない魂ぅのとする。

(欠席のllll出 )

第 5条 会員が総会に出州fできないときは、文普をもつて17J朱者にその旨を屈出なければならない。

(代理1准限証書の提
「
I)

姉 6条 会則第 43条第 2項の規定により、出万け る代■l!人は、代理糀を証する告面を本会に提出
しなければならない。

2受任者の記第のない委任状は無効とする。
3受任 4/の記イIがあるが、消該受任者が表決時に欠席の場合は、その参任は無効とする。

第 3節 司会者及びI務局

(司会者 )

第 7条 司会考は招集者が指ネ し次の職務をイfう 。

(1)説亨 lFr議以外の行}の道常に kLlするI項

(2)開会及び材]会の宜告に関する事項

(3)最初の議長の選出→に llする可イ項

(4)出席状υとの点検に関する事 ll



(5)その型励 長か t,指テトされたI項

(“務局)

第 8条 総会に丁務局を世く。

2事務サ|もは、本会ホ務 l」職員及び総務刊
`部
員をもつてこれに充てる。

3 1・ 務用は、招/1イ、議長及び司会子の命を受け総会の庶務を単ll!する。

第 4飾 説装及び轟1議長

(議 Lrの llA務及び1411t)

第 9条 議長は会議の秩序を保持し、Pt・ tllを llt叫とするとともに、会議を代表しその)務を総l llす る。
2会議の秩序を乱し、又は説事の進行を妨げ平Fし くは総会の‖1位を防つける行為があった者に対
しては、議長はこれを制 にし又は発言の封又消をさせる。この場合において命令に従わないときは、

議ltは 5と言を染上し又は選場を命ずることができる。

(Л可説長の識出及び職務)

"10条
議長は、必要ある場合、議場の了解を得て、2/rl以 内の属1議長を指名することができる。

2前項により副説長が選出された場合において、説長にJキi炊あるとき、又は議長が久けたときは、
lial議長が議長の職務を行 う。

第 5節 会州等

(会 卿1)

第 11条 会期は会議に諮り決定する。
2最初に定める会期は招集イが提突する。
3説事に小」された議案が企て説了したときは、会州中でも閉会することができる。

(会 ftⅡ寺聞)

第 12条 会議時間は、会議に諮り決定する。
2最初の会議 I寺聞は、招41_者が提案する。

第 6節 規 ηl

(1年 1位の保持 )

第 13条 ‖1席者は総会に Ll・ み冊I位を重んじなければならない。

(議事妨害の禁 1に )

第 14条 何人 {)総会の妨げとなる言動をし、又はみだりに白府をHtれたり、文苦の配布、提示、
その他これに類似する行為をしてはならない。

(議長の秩序保持 lll)

第 15条 企ての規alに関しては議長がこれを定める。



第 7節 議事鎌

(説事録の IL哉芋項等)

第 16条 会則第 47条に定める議事録の祀載」千項は次のとおりとする。
(1)総会の日時及び捗所

(2)総会の議丁日程の経過

(3)出力ifした会員数及び役員

(4)総会の成立に関するキ項

(5)議案又は動 Iliに b倒する・ll項 について、その説Ⅲの経過と結永

(6)役員等避任の経過及びその結共

(7)そ の他議長又は会議において愁要と認めた事項
2誰 )針は、速記の方法又はその他神当と認めた方法によつて記無する。
3秘
～
i会 とする旨の衣決があった1/J合は、議)録のうち、その部分は公けHしない。

(説事録料//R人の選任 )

第 17条 会則第 47条第 2攻の議 ll録暑名人は説長が指名する。

第 2章 議)の運営

第 1節 議案等の発議及びJ敏回

(議 案)

第 18条 議案とは、会則第 42条に規定する事攻のほか、招集者又は会貝から提出された発議を
いう。

俄 案の17L出 )

舛 19条 議案は、文 l・ をもつて提出しその案にrll山 を付す /Dと ともに、千算を付4ぅ 場合は必要と

するl・k費を lllら かにした文書を添えなければならない。

2会員が総会の ll会までに JI案を提出するには 5人以上の賛成考を lj記 した前項の書iJlを提
「

|

しなければならない。この場合、招朱イが指示する数の写しを添えるものとする。

3会員が会坤i中 に議案を提出するには、 5人以上の賛成者を速記して議長が指示する期限まで
に、議長の指示する数の写しを添えて提出するものとする。ただし、議長の計可を得て写しの促

出を省略することができる。

(fJJ rt)

第 20条 Jlll議 とは会期中に提出するものであって、誰案を修下する発議 (以 ド「修 I「 Ill説 Jと い
う。)及び議コ)の進行についてlll世を求める発議 (以下 職 )進行動議Jと いう。)をいう。

(」lJ説の提出)

第 21条 修■l llll議は文書をく)っ て1711出 モ″、その案にJl!山 をlNlす るととくぅに予算を伴う場合は必要
とり
~る
紅☆をり]ら かにした文書を添えなければならない。



2修正 Ill議は 5人以上のJJk成者の連記を要するとともに、当該説案の質疑が終結〕~る までにlL出
〕る )ヽの とする。

3説

“

進行 rlJl説は、日頭により/1Lt誌するものとする。ただし、3人以 Lの文1キイがなけ泊′ば It・触

とすることができない。

(i lv案及び動説並びに質疑 ll項の提出1先 )

第 22条 議案及び動議 llびに質疑事項は議長が選任されるまでは1■ 41者に、議長が選任された後
は議長に提出するものとする。

(議案及び修正動 F■の撤口1)

第 23条 議案及び修止IIJ議を1散阿しようとするときは、発議若と総会に出席している賛成の連記
者より文書をく)っ て請求し議長の計可を得なければならない。ただし、説題となった後は会議の

同意を得なければならない。

(一 l・
I不再 FI等 )

第 24条 表決又は撤田された議案 1にびに修正Illl融 については、その会加中は再び発議することが
できない。

第 2節 発 言

(発言士 )

第 25条 会員以外のキは発言することはできない。ただし、議長がマF可 したイはこの限りでない。

(発言の範 lR)

第 26条 5b言は、企て俯明であることを要しかつ次に掲げる以外にわたってはならない。
(1)議案及び動説の他 ll内の発言

(2)説長に対する質疑、説革進行に開する兆言

(兆言の方法 )

第 27条 発言しようとする者は挙手をして発言を求め、議長のマF可を得た後所届文部ネ及び氏第
を述べてから発言しなければならない。

2/Lk言は仝て議長が指示する場〃〒で行わなければならない。

3発 言の最初に、発言の内容が質問、意几、動議のいずれであるかを述べ、 FtJ」議であるときはそ
の,阻旨を明らかにしなければならない。

(発言の十」1吸)

第 28条 議長は必要と認めるときは千め、発言の口数及び吋出]を制 JINす ることができる。
2議長は前条及び前項の規定に反すると諮めるときは注意し、なお従わない場合は兆言を禁上す
ること力予ёきる。



(兆 言の継続 )

第 29条 議申の中断Xは休 ;低tのためJb言を終わらなかった者は更にその議車を始めたときは、前
の発言を継 l・7することを議長に求めることができる。

(表決Hキの発言市」限)

第 30条 衣決の生告後は何人も発言を求めることができない。ただし、表決の方法についてのJと
言はこの限りでない。

(発 言の取消し叉は訂I)

第 31条 5と言した会貝及び第 25条ただし普により発言した者は会期中に限り会議又は議長の
計百丁を得て発言を取消し、Xは議長の計可を得て充言の声丁正をすることができる。ただし、表決

を経た 1)のについては発言の ll■t旨を変更'することができない。

第 3節 開議及び説キの終了

(開議の宜告)

第 32条 けH議の時亥」に至ったときは、議長は議長席にオき会議を開くことを宣告〕｀る。

(議芋日程)

第 33条 議長はDH議の宜告後議す日れを宜言するものとする。
2議長は必要と認めたときは会議に諮 り、議事日程の変更をすることができる。

(議事の終 了)

第 34条 説)日 flに定めた議事を終わったときは、議長は議事の終 rを宜告するものとする。
2説事が予定の時刻に終わらない場合は、議長は会期又は会議時岡を延長することについて諮る
ものとする。

(宜告後の発言)

第 35条 議長が議事の終了又は休憩を宜告した後は、何人く)説事について発言することができな
い。

第 4節 議 可イ

(議題の宜告)

第 36条 議案及び修I」ilJ議を議題とするときは、 ri長はその旨を生告する。

(…括話題 )

第 37条 議長は必要があると認めるときは、2件以上の議案及び修正 fllJ議 を一lTして議ltlRと する
ことができる。

(詭 llの順序)



第 38条 誂迦は兆議考がその llt旨∋[り」を行い、それに対する質疑と劇諭を経て衣決する ぅヽのとす
る。

2i議長は、説央及び修止 flll議についての質疑又は討論を 括ヽしてさせることができる。

3役員等の選任を IP・題とした坊合に、開栗その他の選挙事務のため必要があるときは、その議lf
を 時中 llして他の説案又は修■i動註をi説題として付 /vす ることができる。

(説中の継統 )

劣 39条 議案及び tlll議の審議を一時中Wiモンた」・7//J合 において、llび説Iが llかれたときは原則とし
て前の議事を糾続する。

(質疑及び討論開始の生告)

第 40条 質屍又は司論を始めるに当たつて、説長はそのD悧始を宜告する。

(質疑及び詞論の通告)

第41条 質疑しようとする者は、議長が定める期限までにこれを行うものとする。ただし、予め
質疑事項を普而で提出することができる。

2討諭については、議長が定める期限までに通告する1)の とし、反対Xは賛成の別を表り1しなけ
漁フばならない。

(質疑の順序)

第42条 質疑をする者の順序は議長が定める。
2過告をしたイが退場したとき、又は芥言の順序に当たっても発言しないとき若しくは会議場に
いないときは、通告の劾力を失う。

94疑の回数 )

第43条 質疑は 1人が 1議題につき原則として 2回までとし、議長の和i可 により更に質疑するこ
とができる。

(INl論の順序 )

第44条 討論の順序は最初に反対イをして兆言させ、次に賛成イ及び反対イをモンてなるべく交五
に指名して発言させるものとする。

(質疑、剖論の省唯)

舛 45条 質疑又は詞論は会議に諮り、出川fした会員の辿半数の賛成があるときは、これを省略す
ることができる。

(質疑、言l論終結の宜告)

第 46条 lyt展又は INl論が終わつたときは、議長はその終布キを生告する。



第 5節 Pt・小進行 tl誰の処州l

(議可I進行 llJli説の発言)

第47条 lJAホ lll tt lJJ註 を発議するには「jl・キ進行rlJifkJと 表明し、議長の計可を受けて兆言する

ものとする。

2前項の発言は説題に止抜 ll係のあるもの、_tはいち に処J!する必要があるものでなければなら
ない。

3議司ギifl行動誌の発言がその趣旨に反〕^る と認められるときは、議長は直ちに1刊 1に しなければな
らない。

4第 1項の発言を議題とするときは、議長はその文llイ をll!認 しなければならない。

(lrt疑、・
Nl論の省略)

第 48条 議長は説I進行動議については、質疑又は潤論を省略して表決に付することができる。

(議事All ttTllJ説の先決)

第 49条 議司I進行動議は他の議題に先立って lt決 しなければならない。ただし、議長がその llk旨

を述当と認めるときは、表決を省略し、議長が決定し措置することができる。

2前項の動 rt.が競合したときは、議長が表決の ll序 を決める。

第 6節 表 決

(表決の宜告)

第 50条 議長は討論が終結したとき、又は質疑及び討論の5Ъ言者のないときは表決の宜告をする。

(条件の禁止)

第 51条 表決には条件をTNl〕 ^る ことはできない。

(表洪の祠正の禁止)

第 52条 会員は、自己の表決の言]Iを求めることができない。

(表決の順序 )

第 53条 修下動議は原案に先立ち表決する。
2議案について次個の修¬lJIJ rlNが ある場合は、原案に最も速いものから先に順次表決する。
3修正動議が否決されたときは原案について衣決する。
4議案の一部について修正の可決があったときは、なおその余の部分について表決する。

(衣決の方法)

第 54条 説長は表決にあたつては、共説の有無を諮り、異議がないと認めるときは可決とする。
ただし、果議がある旨の発言があるときは、挙手又は起立により衣決する。

(受任者の表決)



第 55条 受任子の衣決は、川に定めのある場合を除き、すべての議突及びlll議 について/rl効 とす
る。

(投票による表決)

第 56条 議長が必要と認めたとき、Xは出席した会貝の辿半数の同意があったときは、投共に ,k

り衣決する。

2投共は無記名と1ン、その方法は tk長 が定める。

(衣決、結呆の宜告及び議lkへの委任 )

第 57条 表決が終結 tンたときは、議長は可決又は否決の生告をする。
2議長は投票により表決したときは、その結果を俳せて報告しなければならない。
3表決の紺果、議案中互いに抵触する事項、条攻、4■ /J、 数年その他の芸Jとを必要とするときは、
これを説長に公任することができる。

第 3■ 和〕則

(併 中よ)

第 58条 総会を傍聴する者は、予め文書により招集十又は議長に申し出て、その計百]を受けなけ

ればならない。

2傍聴人は、lTV尖者又は議長が定めた傍聴席に若席し、全て議長の指示に従わなけれ′ばならない。
3招集者又は議長において必要があると認めたとき、又は傍

'聴

サ市に余祢がないときは、併 1よ人の

員数を制限し又は併1よを禁止することができる。

4議案が秘密を要するとの議決があったとき、又は併聴席が断しいときは、議員は併は人を選 1/7J

させることができる。

5傍聴人のうち議可Iの /1J害にわたる行為のある者は、議ltはこれを選場させることができる。

(疑義などに刈する壮世)

如 59条 この規程に定めのない事項、又はこの規程について疑義が生じたときは fl・長の決定によ

る。ただし、会員に共説があるときは、会議に諮つて決定する。

(規社の改17tt)

第 60条 この規Tlの改廃は、劇!事会の FF決 を経なければならない。

lll則

(施行力I樹 )

この規則は、平)成 24年 2月 4日 から施行する。



湘1歌山県司法苦士会相統財た管Jl人等候和〕考lll薦基準  川紙④

1 狛1歌山県司法菩「f会 (以 下 1本会Jと いう)は、家庭裁判所より、相続翔
産管劇l人等候補者の推薦依頼があった場合は、以下の基準を満た〕

~本
会会貝

を推

"寺

するものと〕
~る
。

(1)行年 1月 1日 を基準 Hと し、司法書±4録後満 5年を経過 している者。
又は簡易裁判Pl訴訟代理等関係業務の認定を受けている者で准録後 3年

を経過 している者。

(2)会則第 103条 所定の注意伽告処分及び司法書士法第 47条所定の懲戒
処分を叉けたことがない者。又は注意勧告処分を受けその処分が終了した

日の翌日から1年 を経過 している者及び司法書士法第 47条第 1号の懲戒
処分を受けその処分が終了した日の設 日から 1年を経過している者、司法

書士法第 47条第 2号の懲戒処分を受けその処分の期間が終 了した 日の翌
日から2年を経過 している考、 Bl法害士法第 47条第 3号の懲戒処分を受
けその処分の期間が終了した日の翌 日から5年を経過 している者。

(3)依頼された可〒件本人の縁故者でない者及び利害関係のない者。
(4)本会指定の相続財産管理事務等に関する研修 (以下 「指定研修 Jと い う)
を受討 している者。

2 前記 (1)の基準を仝て満たす会員で支部別に作成された候補者 /Fi締に4
載 された者を登載順に推薦する。

3 推薦を受け、管理人等にlut任 した会貝はその職務が企て終 了した時点で本
会にlHR務終了の報告をしなければならない。

4 この基準は、初めて行われる指定研修の終了日の翌 日から施行する。

平成 24年 2月 21日 常任 l ll事会承認



狛1歌山県司法書十会相統財産管刺!人等椎薦共準取扱要欲  別紙④ -2

和続財産管 ll人等を本会が椎薦する場合は、以下の要領で行 う。

1 定義
相統 llB,■管王Hl人等とは、相続財産管■li人及び不在者財圧管理人をい う。

2 登録年数について
4録年数の計算は最初の登録年月日を起算 日とする。
3 縁 4/k者、利害関係について

本会は予め侯和ユ者又は家庭裁判所に対 し事件本人との縁故円係及び利害関係の

/1尖(を

“

竺認〕
~る
。

4 指定pr修 について

(1)指定研修は家庭裁判所より討Ⅲiを招いて、年度末までに年 1旧1和歌山市及び

田辺市において行 う。

(2)指定Fl修は毎年受討しなければならない。

(3)指定Fll修を受討 しなかった侯相主者はその年度において、推薦基準を満たさな

くなつたものと看倣 し、登載名符から削除する。

5 候補者名簿について

(1)獲載名箱は和歌山家庭裁判所本庁及び各支部毎に作成 し、登載//1締に記載の

本会文部会員が対象となる。

ただし、木庁の管帖に屈する推薦依頼に対 しては、 li件本人の最後の住所地

に最も近い本会支部会貝を登載順位に従つてJl薦する。

(2)名 符の本載順はネ籍登載の中込順 (本会 l・ 務局へのFAXに よる中込みに限
る)に よって決する。

ただし複数の支都への重複登載は認められない。

(3)侯 Tll者 をlll薦するにあたつては、千め候 Tl l者本人にその就任承諾の内諾を得
る。内計が得 られない場合は次順位の名紳登哉会貝に打診する。

(4)推薦を辞退 した者及び登載窄I管から肖J除 された者が推薦基準を満たすことと

なった者については更新後の牢I紳の最後尾に杢載する。この場合は刀〒たに推薦

資格を得た候布F者 と同等に取扱い、 5 (2)を 準川する。
(5)縁故者、利害 l‐l係、候和〕者の病気筆、やむを得ない事山により推薦されなか
った候補者に対 しては、次のlll薦依lFlがあった時に優先 して推薦する。この場

合は 5(3)を 準用する。
(6)名 符に登載されている場合であっても、lll薦基準の一にでく)連背することと

なった候相i者については、それが治癒されるまで被推薦資格を停止する。

(7)牢 f緯は毎年 3月 3J日 収り有効 とし、 4月 1日 本J卜で更新するが、初年度作成

され登載 された候補者の順位は変更せず、次年度、新たに推薦資1各 を得た候補

者がある場合は後順位にと載する。新たに推薦資格を得た候補者問の順位につ

いては 5(2)を 準用する。



平成 23年度 経理部事業報告

部会開催報告

第 1巨  平成 23年  7月 13日
第 2亘1 平成 23年  8月 17日
第 3「亘1 平成 23∠■ 1 1)刊 21日

第 4阿 平成 24年  1月 16日
第 5回  平成 2 4ηi 3月  6日
事 業 報 告

経Jll部長 阪 田 英 刊

(旅費規程改正の倹祠 )

(旅費規程改正の検帯1)

()件数告J会費と定額会費及び文部交付金の検卜「)

(事件数客1会費と梵r額会費及び文¬
`交
付金の状刊 )

(事件数割会裂と定額会費及び文部交付企の検討 )

1 和歌山県司法菩士会旅費規程改正
第 1回及び第 2回 の経 l ll都会の審議を経て、旅費規程改定案を提出。

8月 25日 711催の常任 lll芋会で原案を 部修正 Rンて、改定案を承認。
9月 24日 711催の理事会で新旅費規程が承認され、 9月 25日 か ら施行。

2 車件数割会費と定額会費の検 lNl
第 3国経理部会において、会費の根本的な意義、かつて事件数割会費が

導入された経緯、安定的な会の運営、 rll件数客1公費廃上の企口的な流れ、

事件数割会費及び定額会費それぞれのメリット・デメリット、定額会費に

一本化 した場合の若年及び高齢の会員の会費軽減措置等についての意見交

換を行った。

第 4回経Jlll都会において、定額会費に ‐木化 した場合の金額及び高齢会

員並びに新入会貝に対する考慮を1父刊 した。

第 5回経埋部会において、宇件数割会費に代わる応能負担の方法として

『補助者数割負担』について、1父討 した。

凱、定額会費一本化にした場合の月額会費について、月額 1万 8千円から

月額 2万 円でシミュレーションを行つた。

3 文部交付金の検剖
各文部に対 して、『支部交付令の 部減額案』を示 し、各文部からの意兄
を略まえて、文部交付金の減額を倹詞 1ッた結果、 ‐人当た り月額 800円
文給 している所を、月額 300円 に減額する。
又、文部助成企については、助成金の使途をTllli修、広報、文部総会会錫

費等に限定した にで文給する。支給額については、一文部当た り10万 円
を 日収とし、年間 60万 円を充てるとい う方金‖を都会の決定事項 とし、で
きれば、4珈:会及び定時総会の承認を得て、H勺戎24年度から実施 したい
との結論に至った。



|十二成 23年 度  研 修 部 事 業 報 告 書

研修部長  円   義 之

劣 ユ 今年度の予埓み

1 課題通信研修の実施

陣1答者総数 12牢 I、 ●1答に要 した時間は平均 3,9時 間 (1時間 30分から7時間
の分/1で、lNli与単位  3・ 0)。 採′ほは行わないが、出/HR者の意陳I(ポイン ト 孫ヘ
の遺中、持分、4記の)げ(番、特川代理人)に先仝に国容 した者 1名 (コ答に要 した時
間は 5‖寺団)。

2 年次制研修における該当者以外の会員参加を求めた。
5名 の参加があった。 (湘1歌山会場 4名 、出辺会場  1名 )

3 今年度くkり 、DVDに 研修を記録化 し、その貸 し出しを行つている。
作成 モノた研修用DVDは 後記のとお り

第 2 実施 した研修
平成 23年

1 4月 JH(金 )午後 6時 00分 本会主催 (和1歌山県司法菩士会館 )
「束北地方太平洋沖地震、現時点で司法■

l士のすべき事J(1)VD)

2 4月 7日 (木)午後 5時 30分 木会主催 (和歌山県司法書士会館 )
「火北地方太平洋沖地震、1/RL時点で司法書十のすべき事J(DVD)
(4111Hと 同じもの)

3 4月 19日 (火)午後 5時 30分 木会主催 (¬1歌山県司法書士会館 )
「民 Lli再生習得討座 第 1獅 「佃人再生手続の概要J(DVD)

4 8月 23日 (火)午後 6時 新官文部 。本会共催 (新官市福れLセ ンター)
「民I執行の基礎J(DVD)

5 8月 30日 (火)午後 6時 新官支部・本公共lTV(新官市Tl ttLセ ンター )
「民事執行の実務J(DVD)



6 9月  9日 (企)有と後 6時 30分 新官文部・円辺文判;・ リーガル・本会共lll
(パークサイ ドホテル)          〔台風 12号により延翔〕

「高齢者た待防 IL・ 排護考支援法と成年後兄 (前編 )」 (DVD)

7 9月 10日 (■)午前 10時 30分 新宮文部・ H〕辺支部・木会 。
リーガル共lTI(四辺市民総今センター)     〔台風 12号により延期〕

① 「高齢

`虐
待防止・排護者支援法と成年後兄 (後編)J(DVD)

② 「(債確法改正を辿狗4するための)契約法の基礎 (1)
一法律行為から消滅時効一J

計 出Hi  棉 垣   淳 会員

8 9月 21日 (水)午後 6時  リーガル 。本会共催 (和歌山県百J法書士会館 )
「遺言執行の実務J(DVD)

9 10)」 6H(木)午後 6時  リーガル・木会共14(和歌山県司法昔士会館)
「成年後見における信託の実務J(DVD)

10 10月 14日 (企)午後 6時 30分  リーガル・木会共催
(「 辺市民総合センター)

「成年後見業務における職業倫埋～具体例をもとに考える」(DVD))

11 10月 22日 (■)午前 10時 30分 本会工催
(シティinnwAKAYAMA)

① 「一般社団・財団法人の移行登記についてJ

討 師  和歌山地方法務局法人担当登記官 中北 至宝子 氏
② 「民宇法律扶助制度の利用についてJ

討 師  戸 引二 洋 木 会員

12 11月 12日 (上)午後 ]時 00分  田辺文部 。本公共催
(パークリ

‐
イ ドホテル )

① 「民尊りt行の基礎J(DVD)
② 「民)執行の実務J(DVD)

1 3   1 1 )刊  1 9 Fl (■ ) /1哺11 0H寺 3 0分   リーーガル・本会共催

(和歌山県司法書十会館 )

①  「高齢者虐待防止法の概要についてJ(DVD)
②  「保佐・補助の実務」(DVD)
③  「法定後兄終了の実務 (死後事務を含む)J(DVD)



1 4  1 1)J 20 FI(H)∠十二前 1 0‖寺30/分  リーーガル・木会共lff
(和歌山県刊法碧十会館 )

①  「lll助人・保佐人の遺言に関する倫dI」
言‖HHi リーカ

｀
ルリ沐
°―卜下日町kl  不H HJTliメく羽干4多ワ1員

②  「公正証苦による財産管 lql契約手続 J
討師 和歌山公証人合同役場 公証人 FHl 文計氏

⑤  「成年後 /.l`業務における職業倫埋～具体的事例をもとに考えるJ(DVD)

15 11月 27日 (H)午後 1時 本会主催 (ル ミエール■州殿 )
①  「竿界特定の実務 J
討 師  柿 兄 利

` 
大 会員

②  「不日歌山県暴力団排1余条例について」
討 師  れ歌山メ|(伴祭本部 川 1ギ洵

`和

,1古にちL引 !対策課

‖力旧1りH妹係  寺 下 和 史 氏

16 12月 7日 (水)午後 5時 30分 御坊文部・本会共催 帥ilpJ市民文化会館 )
第 1討 「特例有限会社 (役員変更、株式会社への移行等)J(DVD)

17 12月 uo日 (上)午後 J時 本会主催 (旧辺市民総合センター)
「年次制研修 J

18 12月 18日 (日 )午後 1時 本会illl(ル ミエール lJ月 殿)
「年次制研修」

:トナ戎24η二

19 1月 22日 (上)午前 10時 30分 本会主件 (シティinnwA K AY AMA)
①  「賃貸ljI契約における更新料、敷引特約、原状回復義務についてJ
討 H碩  大阪司法書士会  浦 井 裕 lll  先生
②  「刑i電子証fJl書について J

討 H雨  野 田 真 秀  公 員

20 1月 25日 (水)午後 5時 30分 御坊文部・木会共lll(御坊市民文化会館 )
第 4討 「株式会社③増資・減資J(DVD)

21 2月 1日 (水)午後 5時 30分 御坊文部・本会共催 (御坊市民文化会館 )
第 5諦 「株式会社④合併・会社分割J(DVD)



22 2月 6日 ()」 )午後 5時 30分 和歌山文部・岩出文洵
`・

リーガル・木公共lTl!

(和歌山りi(司法■士会館 )

①  「遺産分告」と荘記J(1)VD)
②  「選言と登記J(D VID)

23 2月 7日 (火 )4:後 5時 30分 和歌山文部・岩出文部・リーガル・本会共lfv
(れ1歌山県司法苦士会勾|)

① 「十日民 法  IJ(DVD)

② 「旧民法 ΠJ(DVD)

24 2月 8日 (水)午後 5時 30分 和歌山文都・岩出文部・リーガル・本会共催
(和歌山県司法書士会館 )

「介護保険法、年令等、身上監謹の基礎知識」 (DVD)

25 2)」 9日 (木)年後 5時 30分 和歌山支部・岩出支部・リーガル・木会共催
(和歌山県司法書士会館 )

「相統における税企の諧問題J(DVD)

26 2月 10日 (金)午後 5時 30分 和歌山文部・岩出文都・ リーガル・
本会共lFf(和歌山県司法書士会館 )
「認知症の人のlIF解J(DVD)

27 2月 15日 (水)午後 5時 30分 御坊文都・本会共腔 (御坊市民文化会館 )
第 3討 「株式会社②機関設剖と役_t変更J(I)VD・ 100分十課題 20分 )

28 2月 19日 (日 )午後 1時 00分 橋本支都 。本会共lfl(1橋本商I会館)
①  「遣言と登記」(lD V D)
②  「相続における税金の諸問題J(DVD)

29 2月 22H(水 )午後 5時 30分 御坊支部・本会共lll mi坊市民文化会館 )
第 6識 「1木式会社⑤組織変 _.l_・ 解散・清算J(DVD。 70分  十靱 dlR 5 0分 )

30 2月 29日 (水 )∠rl後 5時 30分 御坊支部・本会共催 (仙1坊市民文化会館 )
第 2討 「株式会社①設立」 (1つ VD。 90分  +課題 30分 )

31 3月 3日 (上)年後 1時  ロヨ辺支都・木会共催 (パークサイ ドホテル)
①  「敷金返還詰求事件 I(総論)J(DVI))
②  「敷企返逃請求事件Ⅱ (各論)J(DVD)



32 3月 10日 (上)午後 1時 木会主催 (和歌山県司法書十会館 )
「“民法 輪 権 FJl係)改 TE審議をJIHl解するための"

民法総則の主要論点 |

討 師  稲 垣   淳  会員

33 3月 17H(■ )午後 1時  
「
1辺文部・木会共lrl(パークサイ ドホテル )

①  「央L物明波請求事件 I(準引青から本訴まで)J(DVD)
②  に建物明波請求)件 I(本訴から執行まで)J(DVI))

34 3月 24H(■ )午後 1時 橋本文都・本会共 1/1(lR・本商I会館 )
①  「遣産分割と4記」 (DVD)
②  「日民法  I」 (DVD)
③  「旧民法 HJ(ID V D)

35 3月 31日 (■)午後 1時 企山f部・研修部共催
「今、社会から求められる司法書十・労働 F出J題 J

講 師  兵庫県刊法書士会  茂 木 呂 子  先生

第 3 作成 したイ,「修用DVD

l 「一般社団・財団法人の移行杢記についてJ
耐 mi  和歌山地方法務局法人担章登記官 中北 至t子 氏
2 「民事法律扶助lJ度の利月]について |

討 師  戸 井 洋 木 会員
3 「補助人・保佐人の遺言に関する倫理 J
計師 リーカ｀ルサホ

°―卜和歌山 和‖lnitt fJl修 委員
4 「公正証普による財産管理契約手続 l

講師 れ1歌山公証人合同役場 公証人 浦 文計 氏
5 「賃貸 ltt契約における更新料、敷引特約、原状巨I復義務について J
講 師  大阪司法普十会  浦 井 林 Ipl 先生
6 「新電子証明書についてJ
講 mi  lr/田 真 秀 会員
7 「住民法 触 権関係)改正審議をl ll解するための"

民法総則の主要論点J

討 山F  稲 垣   淳 会員
8 「今、社会から求められる司法昔十・労lrllttll・ ilJ
計 冑Hi  兵庫県司法普士会  成 木 呂 子 先生



平成 23年度 企画都事業辛R告

巧従Wifi¶
`Jミ

   布七 ント  「専  ‖召

今年度の企 lff部は、一つの試みとして、取 り組むI業ごとに部門を分け、部
「Цごとに活」llJし ました。

また、平成 23年度の定時総会で承認 されました事業計画のうち、法教育対
策本部の事業及び ADR対 策木都の事業のうちADRの 実施を除く事業 (AD
Rの実施については、相談事業部)が、理芋会の承認を得て 、企画部のD千管事
業として活動することになりました。

車業部 PЦは、以下のとお りで〕。

1 業務改善部門
2 企業法務・労lalu問題都円
3 法教育対策本部部「Ц
4 ADR対 策本部部門

部会開催報告

第 1回企画部会は、定時総会前にDHTFt済

第 2回  平成 23狗i 7月 28日 (法教育対策木都・第 1回 )
(尋¬戎23年 7月 19日 が台風接近のため延翔〕)

第 3日   平成 23年  7月 25日 (企業法務・労働 Fl題・第 1国 )
第 4回   平成 23年  7月 26日 (業務改善・第 1日 )
第 5回  平成 23年  8月 30日 (ADR対 策本部・第 1臣 )
第 6同  平成 23年 10月 25日 (業務改善・第 2口 )
第 7口   平成 23年 11月  8日 (法教育対策木都 。第 2口 )
第 8-Il  平成 23年 11月 25日 (ADR対 策本部・第 2-II)
第 9陣|  ヨ勺戎23年 12月  2日 (法教育州策本部・第 3回 )
第 10口 平成 24年  2月  9H(企 業法務・労lTll問題・第 2回 )
第 1 l ll 平成 24年  3月 15日 (業務改善 。第 3臣|)
第 12口  司殉戎24年  3月 19日 (法教育対策木都・第 4国 )
第 13J J勺戎24年  3月 20日 (ADR対 策本部・第 3回 )



1干業活 Ill」報告

1 業務改洋部門
①オンライン中前促進 :申:業

・企会員対象にオンライン中詰に関するアンケー トを実施 モン、会員の

皆様から頂いたご意月Jを集計し、配布 しました。

また、同じ内容の意見集約をオンライン中請するlltlの司法書士の意見

として、法務局に報告 しました。

・ J十二]日 の集計紺呆 (平成 23判三8)J25日 分 )
回答考数  67/FH

業務用ソフ トを使用 している会員       24名
法務省オンラインシステムを使 )11し ている会員  24イ I

オンライン中請をしていない会員       19第
・ 2コ 日の集計結果 (平成 24年 ll1 2 4日 分 )
同答者数  21名
業務,11ソ フ トを使用 している会員        7名
法務省オンラインシステムを使用 している会貝  3/rl
オンライン中詰をしていない会員        3/F
l回 日に回答いただいた会貝          8牢 |

②司法書士法改正大綱に対する意見の集約

・企会員にアンケー トを実施する予定でしたが、今年度は実施できま

せんでした。平成 24年度に実施できるよう準備中です。

2 企業法務 ,労 llllu問題部 P電
当会においては、企業法務や労働問題に取 り細んでいる会員が少ないた

め、この問題に関心を持つ会員が用えるような企画に取 り細みたいと考え

以下の事業を行いました。

なお、企業法務について検刊 しましたが、具体的な事業にまで至 りませ

んでした。

①他会の事業取 り組みの祝察

・平成 24年 3月 26日 兵庫県司法菩士会の労TI」都会に、企 ll部長
が出席 し、労働問題への取 り細みを祝察しました。

②イ)「修会 7rl催

・平成 24年 3月 31日 労rDl問題に関する研修会を研修都と共催で
開催 しました。

言‖山F:兵州玉県司法書士会会員 茂木 ll子先生



3 法教育対策木都
和歌山県下各高校・高専に、高校Ji法律誰lr17の案内を送付し、中し込み

のあった 6校において法狛1訂il lyを実施しました。

① m刊久高校   平成 23年 12り ]13日 (火 )
50分授業を 2討分実施。対象生従が同じで、逢う内容。

② 紀央館高校  平成 23年 12月 14H(水 )

50分授美を 2討分実施。対象4に従が入れ啓わり、同じ内容。
① 星林高校   平成 23年 12月 20日 (火 )
50分授業を 2甜分実施。対象生徒が同じで、違う内容。

① 橋本iHl校    ‖句戎24年 1月 10日 (火 )
50分授業を2討分実施。対象生徒が同じで、逢 う内容。

⑤ 国立和歌山高専  平成 24年 1月 25日 (水 )
50分授業を 1討分実施。

⑥ 貴志川高校  平成 24年 2月 3日 (企 )
50分授業を 3訂i分実施。対象コニ従が入れ答わり、同じ内容。

4 ADR対 策本部
和歌山県司法書士会が実施するADR事 業について、 3国都会を開llvし、
意見交換をしました。

第 1回

① ADR対 策本判
`と

ADRセ ンターの関係について
② ADRセ ンターの予算について
③ ADRの 事業執行の手順について
④ ADRの 実施を決定する基準について
⑤ 今、司法書士会でADRを 実施する時期にあるのかについて
第 2日

① lyf修 について

② 和歌山県司法書士会が目指すべきADRの 方 向相:について
③ 現在、和歌山県会で行つているADR「 法によらない狗T決Jについ
マc

④ ADRセ ンターーで取り扱 う事件の範囲について
⑤ 法務大臣の認言副:収得について
第 3珂

① 次年度事業について
② 次年度予算について



r`成 23年度広報部事業報告

広辛睫甘卜長  ) 日| ]二  f子

平成 23年度の広報部の)業方針 として、ルく辛R費予算内でいかに活動 していくか
を検剖、その中で総会承認外の■r業 (会報Jと行等)については、a その事業が会
則 li認められていること、b その寸「業を実施 しても予算の範 ll内 であることを前
提に次の事業を実施いたしました。

I 事 業活動報告
1 「企工|‐斉無料成年後兄相談会」の広報
平成 23年 9月 19日 (敬老の日)   相談考数 :5人
(1)県民の友、市靴わかやまでの広報依頼
(2)県のテレビ・ラジオ番組での広報依頼
(3)新聞・テレビ・ラジオ報道各和γ＼の報道方依頼
(4)県・市‖]村等関係団体へのリーフレット掲示依頼
(台風 12号で被災していない地域のみ)

(5)ホームページ トンプペ~ジヘの リーフレント掲出
2 「法の日の無料相談会Jの広報
平成 23年 10月 1日 から 10)ヨ 7日  相談者数 :58人
(1)県民の友、市報わかやまでの広報依頼
(2)県のテ レビ・ラジオ番和Jでの広報依頼
(3)新聞・テレビ・ラジオ報道各社への粗道方依頼
(4)県・ Hf‖」村等関係団体へのリーーフレット掲示依頼
(台 lt1 1 2をで被災していない地域のみ)

(5)朝 日新聞・産経新聞での広待掲載
(6)ホームページ トップページヘのリーフレット掲出
(7)法の日のすぷ料相談会等の広報活動の御礼 と相談ヤンター リサーフレット
掲示依頼

3 「相続登記はお済みですか)」 問Jの広報
平成 24年 2月 1日 から3月 29日    相談イ数 i55人
(1)県民の友、市報わかやまでの広報依頼
(2)県 のテ レビ・ラジオ番細での広報依頼
(3)刀F聞・テ レビ・ラジオ報道各社への報道方依頼

(4)県 。市町相等関係団体へのポスター・リーフレット捲示依頼
(5)毎 日新聞・読売新聞での広告掲載



(6)れ1歌山放送によるラジオCM実施
羽]:交通情報、夕 :ニ ュース今 日あす (提供クレジット及び 20秒 CM)
スタジオ出演― J l1 3]旧  相談事業部  lLl田会貝、広報部  浪「J会員

2月  6日  相談事業部 赤崎会員、広報il 柳会員
(7)ホームページ トップページにおいて告知
4 台風 12け関係
(1)被災市問]村に、お見舞い文書兆送
(2)ホームページ トップペーージにlN l談会バナ……とリーフレット掲出
(3)新宮 lNH談会 (平成 23年 10月 10日 )
①県民生活課、県政記イクラブ、地方記者クラブ、放送記イクラブに

報道依頼 (戸井相談 II業部長 !ニ ュースリリーース持参)

②和歌山放送スポット実施  10月 5日 から9日 の卿J問、合計 80本実施
スタジオ出演―和歌山・・ 10月 5日  戸井相談事業部長、川円

新 ′言・ ・ 10月 6H 新官文吉卜 力H打泰理司子

他ボランティアの方々

電話インタビューー 10月 7日  ■木副会長
5 会報 「きのくにJ第 39号の発行
平成 24年 3月 12日  当会ホームページ会員向情報に掲出

6 きのくにエクスプレスの発行
平成 24年 3月 12日  当会ホームページ会員向情辛Rに掲出

7 11法書士総合相談セン″―の広報
ポス廃―及び リーフレット作製

県、市町村、法務局、裁判所、法テラス、消費生活センター、

社会福れL協議会、包括支援センターに掲示依頼 (併せて、相続月問御礼 )

NTTタ ウンページ広告掲載
8 ブロック別広報担当者会議出川f
平成 24年 二月 7日  大阪司法書士会館  (出席者 二木 Ill会長 川田)

Ⅱ 部 会 開催
1 第 1回広†R都会  平成 23年 7月 14日
2 第 1回ホームページに関するジョイン ト部会 (総務部・相談事業部 )

平成 23年 10月 5日
3 第 2回広報部会  平成 23¬■10月 24日
4 第 2回 ホームページに関するジョイン ト部会 (総務部 。相談事業部 )

平成 23/1il l)可 2H
5 第 1回司法書士総合相談センタートに関するジコイン ト部会 (相談 l・ 業部 )

1`-成23イ 1■ 12月 7日
6 第 3口広報部会  ヨ勺戎24年 3月 13日



川 紙

「本1統4記はお済みですか)ヨ 問J 集計明和H
相談件独   55判 =

認知媒体

刊法き士会 5人 i可法書十会電話相談セント 3人

法テラスコールセンター 3ノく 法テラス地方 li務所 1人

ホ峠―ムシヽミーラン 0人 新聞 7人

テ レビ 0人 ラジオ 7人

白治体等、公共機 ll 16人 消費生活センター等 0人

その他の相談窓日 2人 他士業団体 4人

その他 0人 以前に利用 したので 2人

不明 7人

※複数回答あり



平成 23年 度 相談事業部 事業報特書

和 談事業判∫長   庁「 井   洋  木

第 1 平成 23年 度事業報告

1 今 期 (平 成 23午 4)ヨ ～平成 24年 3ジヨ)の 相 談 申:業 の現状
(氏 名 につ いて は、敬称 略 )

(1)相 談 につ いて
'司 法書 士総合相 談セ ンター (¬ I歌 山・ 田辺 ・橋 本 で日H竹:。 和 歌 山 は毎
週土 14日 ,「1辺 で は第 1土 H砕 日,橋 本 では相 談会形式 で第 3 i llf日 )
・法テ ラス窓 日対応 (徳 木曜 日午前・ 午後 )
・ 法テ ラスセ ンター相 談 (第 2,第 4金 曜 日)
。四辺 一 日総合行 政相 談〕〒 (10月 上途 日・松 ド忠 ,栗 林 )
・国・ 県・市 に よる一 日合 同行政相 談所 (10月 18日 ・笠 松 ,秘F谷 ,テイ
井 )
。暮 らしのた めの行 政相 談所 (10月 21日 ・ 和 国 )
・和歌 山県多重債務者無料 相談会 in岩 出 (11月 13H 森 脇 )
・                 in狛 旧J(11)113日  濱 田泰 )
・              in和 歌 山 (11月 ]9日  北 野 ,戸 井 )
。                 in御 坊 (]1月 19日  束 本 )
。               in伊 祁 (12月  3日  大宮 )
。                in田 辺 (12月  3日  菊 池 )

in和 歌 山 (121110日  木 lNl, ,百 井 )
in新 宮 (12月 10日  平 田 )

・全 TNI 斉 !法 務 局体 日相 談所 in和 歌 IJ‖
i n llr・ 本

inヨH辺

in御 坊

in新 官

2月 12日  野 田,笠 松 )
2月 12日  大宮 ,和 ll)
2)3 1 2 日   寒 )| )
2)」 1 2 日  可コ島 , 濱 

「
〕泰 )

2月 12日  清水 ,森 阿 )
・多重債 務 相 談事業 lN l談所 (白 浜 町社会 福祉 //J議 会 主催 ・月 1恒 )に 相
談員 をυR遣 (田 辺 支部 )
・全記 相 談 (和 歌 山市役所 ・月 1回 )に lN l談 員 をりR遣 (和 歌 山文部 に委
託 )。 来年度 か ら 「司法 讐 士 lll談 」 と して ,登 記 以外 の相 談 も受 け る
こ とに。

(2)そ の他相 談 関連 につ いて
,9月 2日 ,法 テ ラス窓 口情 報揖 供職 員 υR遣 意 見 交換 会 を行 つた (別 紙
1及 び 2参 照 )。
・ 台風 12号 被 災 関係 無料 相 談 会 (10月 10日 ・ 笠 松 ,井 日,木 村 ,

和 四 ,力H藤 ,森 岡 ,清水 ,平 四,山 門 ,戸 井 )



・「仝 田 一斉 司法 :き I:法刊1扶 助・lll進 月 出lJ(10州 )の 実施 に 伴 い ,法 テ
ラス和 歌 山か ら 10州 の定例相 談会 につ いて ,「 +旨 定相 v/t場 所 Jの 指 定
を叉 けた。各相 談 日にお いて ,相 談援 lJJ対象イ につ いて は法 テ ラス に援

助 申 し込み を行 つた。
。 10ジヨ22日 ,法ηl扶 」Jlの 利 用促 進 のた め ,lJl修 会 を行 つ た (討 開i・
,='井 )。

・ 専 P日 士業 よろず 無相イロ談会 (11月 30日 。北呼 ,西 田 , 戸井 )
。台風 12号 に係 る 「法務 lJ特 設相 談所 Jに 相 談員 を派 遣。
11月 12日 新 官 市熊 lFr)14∫ 政 局 (山 門 )
lJ月 13日 那智勝 rll川]役 場 (問 所 )
11月 20日 本 官‖]本 官行政 局 (武「H)
11月 26日 古庄 川 ‖η中央公 民館 (浜辺 )
。12月 11日 ,生 き るた めの なんで も相 談村 (和 歌 山城 西 ノ丸広 場 )
を後援 。相 談員 を派 遣。

・ 近 司連 司法 書士 に よる巡 匝無料相 談 in御 坊 (]月 28日 ・楠 見 ,大
宮 ,¬1円 ,井 日,木 村 直 ,菊 屋 ,束 本快 ,ほ か近 司連 メ ンバ ー )
。ラジ舅

一
番組 に引

`員
が 出演。 1()州 5日 , 戸井吉ド長。 1 0月 6日 , 加膵

副部 長。 1月 31日 , ll田
=卜

貝。 2月 6日 , 赤崎 部 IH。

(3)i司 法書 士総合相 談セ ンター (和 歌 山・ 世1辺 ・橋本 )に つ い て
①  今期 (平 成 23年 4月 ～平成 24年 311)の 状況 につ い て
和歌 山は毎過 土曜 日,口1辺 は第 1土熙 日、橋本 は第 3土 曜 日に‖l ltl。
総 ll談 件 教 は、 233件 とな ってい る
(た だ し,補 本 (14件 )を 除 く)。
②  相 談 の内訳 につ いては次 の通 り
I 登記 関係                102件
Π 一般 申:件 (ホロ舛関係 、金銭 トラブル等 )  49件
Ⅲ 家革:車件 (相 続 、後兄等 )        45件
Ⅳ 多重債 務事件               41件
V そ の他 (相 談票 に記載 が ない もの を含 む )  8件

(4)部 会 の酬 llv
・平成 23年 4月 4日 ,同 午 7月 15日 ,同 年 9月 2日 ,平成 24年 1

)可 20日 , 十司η二3)」 9日
・ 平成 23年 12月 7日 ,ポ ス ター作成 に FIBす るジ ョイ ン ト都会 (広 報

i午

`)・ 平成 23年 10月 5日 ,同 年 11月 2日 ,本 会 ウェブ サイ ト改 良 に関
す るジ ョイ ン ト都 会 (総 務 部 ,広 ヤR部 )

(5)A ID Rセ ンターーの運 曽 につ いて
別 紙 3参 ,1(。



第 2 総括
(1)司 法 書士総合杵1談 セ ンターー
・相談件数 は微減 (昨 年 251件 )だ が ,登 記相 談が川加 した (昨年 8
5件 )。 4寺 に 211に 26件 もの相 談が あ り,相 統 /Jk tt ll問 の広 報活 動 (ラ
ジオ宣伝 な ど)カリト常 に効呆的 であった こ とが分 か る。
・司法書士総合オH談 セ ンター に よる定例川1談 会 が裁 判所や行 政 (市役 所
な ど)の 窓 日で市 民対応 を行 つてい る l ll貝 の問で定対 してお り,行 政機
関等 か らの紹介 が多 い。 今後 も関係機 関 との道携 を強化 す べ きで あ る。
・和 歌 山に関 して は相談員 を希望者制 に した。新入会員 には で き るだ け

積微 的 に参加 して も らって ,ス キル ア ップ を ヌ1つ てい る とこ ろで あ る。
・ に1辺 総合 相 談ヤ ンター及 び橋本相 談会 (相 談セ ンター に昇 格 )に つ い
ては、地九文部会員 と協力 しなが ら、今後 卜分 なPRを 行 い 、安 定運 営 を
今後 も考 えてい く必 要 はあ る と思 われ る。

(2)そ の他
・ 咋年 は束 日本 大震 災 に引 き続 き ,和 歌 山県で も台風 12号 に よる被 災
があつた。 こ うした 中,い ち 早く現 地 411談 会 を実施 した こ とは被 災 した
市民のみ な さまに貢献 で きた とい う意 味では もちろん ,司 法 書 士の社 会
的役等」を明 らか にで きた とい う点 で も大 きな成呆 が あった。

・生 きるた めの 「なんで も相 談 4NI J,和 歌 山県 の 白死対策 ■li業 ,消 費者
ネ ッ トワー‐ク和 歌 山な ど関係機 関・組 織へ の相談員派遣 ,企 画 へ の参カロ
な どを通 じて ,司 法 科 士 の存在感 をア ピール で きた こ とも成 呆 で あ る。
こ うした棋 の連携 を拡大す ることに よって ,紛 争 の法 的解 決 か ら取 り残
され てい る市民 を一人 で も多 く救済す るこ とがで きる もの と考 え る。
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平 成 23年 度  法 テ ラ ス 窓 日情 報 提 供 職 員 派 遣 意 見 交 換 会  辛慣告 書

H 時  I`え 成 23イ119月 2 Fl(企 )  18:00-20:10
場  ll〒   不Htt W耳 県 i司 イ去 l =L会 付|
出 ll考  西概会長、二木Π」会長 、戸井本H談」干業部長

赤崎 、井 日、笠松 、ドロ、川 田、殉屋、阪本、西 田、束本、桝 谷 、数 中、和

Hl

l 法テ ラス窓 日情報提供 llit貝 派遣 について
意 見交換会では、窓 日情報提 供職員 のこれまでをlllkり 返りながら、和歌 山県 司法■士

会の状況、これからの司法普士制度や今後 の法テラスとの ll係 、当会が窓 日情組提供来

務をこのまま航けて行くことの総今 的なメリット デメリントを比較する、と言つた祝 点をら、まえな

がら、下記のような意見交換がなされた。

(1)窓 日情報提供職員 についてのイHガ「 会員の感想 、意 見
・法的ア ドバイスがで きず 、 もどか しい。

・担 当 した ときに、法テ ラス内でお客 さん扱 いであ り、あま り歓 迎 されて

いないのではないか。

・法テ ラスで不要 とい う風潮 を感 じる。

・拘束時間が長 く、 自身の業務 に支障をきたす こ とがある。

・ 直接受任 がで きないので魅力がない。

・ 日Mが 安い。
・や りた くてや ってい る人がほ とん どいないのではないか。

・派遣 してい る本曜 日以外 は、法テ ラス凧員が行 つてお り、対応 できてい

る。

・法的ア ドバイスで きないのな らば、言l法 苦士がす る意義 はないのではな

い か 。

・過去 には法テ ラス内で法狩1和 談 と情報提供 との区別があいまいな時

"|があ り、 lN l談 を受 けるこ ともあつた。

・ 17FL状 、法テ ラスでは、法律 tl談 と晴¶提供 とが区別 されてお り、法的ア

ドバイスは していない。 あ くまで、窓 日職員 として扱 われてい る。

・法的ア ドバイスを して もいいか法テ ラス ILl係 考 に問い合 わせ た ことがあ

り、できない との ことだ った。

・法的ア ドバイスがで きた として も、代劇l権 の範囲の こともあ り、‖1談 内

容 によつては州応 できず、 とンん どい。

(2)司 法普士会 の事業 として
・ 中込人数 が 20人 と少 ない。



・一判
`の
会貝に賀 Jlを 押 し41け る状況は好 ま しくない。

・会員の文持 の少 ない本業 を続 けてい くのは則「しい。

・現時点では会員全員のため となってい るI業 なのか疑問。
・ もつ と優先す る ll業 があるのではないか。
。それ よ り司法吉士総合相談セ ンターの広報 を充実 しては モィい。

・継続 した ところで司法苦 士制度 に とつて布意義なのか。

(3)り耐世を継統〕帝ミきか J又 りや めるべ きか
・続 けて t)会 に とって も会員 に とつて もメ リン トがない。

・統 けるメ リッ トはないが、や める と法テ ラスに対 k/て 悪日]象 ではないか。

・む しろ続 けるな らば、メ リッ トを増や しては しい。

・企 50司 法書士会の うち、すでに 19会 で派遣 をや めてお り、そね′で バ
つていない。ペナルテ ィもない。

・全 コ初 ではないのだか

')も

うや めて もいいのではないか。

・や めたか 吃っといって法テラス との開係 がな くなるわけでは ない。

(5)法 テ ラス との lll係 について
。窓 日情報提供職員 をや めて も、法テ ラスの扶助審査員、 1ヽ所 長のポス ト

に影響 はない。

・司法昔士の法テ ラスセ ンター ll談 の予約 がほ とん どな く、弁護 士の相談

に比べて機能 していない。腔望がない と感 じる。

・窓 日情報提供職貝 としての実績 を lFlや す よ りも、契約 司法書 士 として法

利1扶助件数 を R)っ と増や して法テ ラス との関係 を深 めてい くべ き。

・法テ ラス側 も法律扶助 の 中詰件数 が増 えることを
tlJん でい る。司法昔士

が もつ と利用すべ き。

・司法昔士の法律扶助 の利用が和歌 山では 4守 に少 ない。

・法容1扶助 は会員 に とつて も/1効 利用で きる場 tlが た くさん あ り、もっ と

促連すべ き。

・イ)「修 で 1)っ と法ηl扶 JIJを 会員 に周知す る必要がある。

・法テ ラスに利 ,1]さ れ る ljt係 ではな く、利用す る関係 に してい くべ き。

2 今後 の予定 について
今回の意見 を,/kま えた うえで、繭:近 の常任 lll宇 会で決定 し、理事会 に報告す

る。

俳 行 して、今 恒|の 議 事 要 旨 を添 えて 、企 会 員 に意 見 を募 る。

派 遣 を取 りや め る場 合 は 、既 に来台i3月 まで の派遣 は決 定 してい るた め、そ
れ まで は派 遣刑と統 し、以 降 取 りや め る 旨 を法 テ ラス に午 内 に伝 え る。



月句和氏2

下日〒司うと雰j   2 3 8   ら‐

H■ )戎 2 3イト 9ジヨ6日

会員 各位

和 歌 山県 司法普 土会

会   長   西  棚  順  子
相 談事 業部長  戸  ツト 洋  木

法 テ ラス窓 日情 報提供職 貝 ψR世 に開す る意 見 交換 会 につ いて

(ご 報告 とお願 い )

平 素 よ り会 業務 に ご脇力頂 き ,誠 にあ りが と うご ざい ます。
平成 23年 8月 3日 本〕下H司 発 第 173号 で ご案 内 しま した とお り, 9月
2日 午後 6時 か ら当会会館 4階 にて ,標 記 意 /4L交 換 会 を行 い ま した。
その際 、 出席 会員 か ら発 言頂 いた意 見 につ きま して は ,別 紙 報 告 書記載 の
とお りです ので 、 ご―読項 きます よ う、お願 い 中 し上 げます。

ところで ,同 意 見交換 会 に台風 12号 の影 響 に よ り参加 した く と )ヽか なわ
なか った会員 の方 々 も少 な くなか った ので は ないか と思慮 します 。

よって、標 記意 見交換 会 には欠席 したが 、 当該 問題 につ い て意 見 を表 り」し

たい とお考 えの会員 にお かれ ま して は ,そ の ご意 見 も今 後 の方針 に反 映 させ
て い きた い と考 えます ので 、本 会事務 局 まで ご意 見 をお 寄せ ドさい ます よ う、

お願 い 中 し上 げます。

意 見 書 につ きま して は、様 式 は問い ませ んの で 、 メール ,フ ァ ックス ,書
状 に よって ご提 出 頂 けれ ば辛柱 です。

なお ,来 年 度 以降 の本件 に係 る方針 決 定 、ま た相 手先機 関 (法 テ ラス)と
のイ」ち合 わせ も必 要 な こ とか ら,本年 9月 12日 ま で に ご意 見 を虫戴 した く、
この 旨、 よろ しくお願 い HHし 上 げま ,。
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Ir成 23年 度 ADR巡 営公 員会事業 報告

報 告者  渦1歌 山県 司法書 士会 ADRセ ンター
センタ峠―長  1公  ド 忠 弘

1 訓停 の受付・実施 状 況
本年 度 (平成 23年 4月 1日 ～平成 24年 3月 31H)に おける叉付・実 施
状況1は次 の通 りです。

受付 案件 4件 (lH別 労働紛 守 、公 共施 設補償 請 求 、引
`使
物紛 失 、人婦 関係 訓

雅 各 1件 )

調停 実施 1件 (期 日回数 1口 で合 意 終 r)

終 了事 由内訳

合意 ]件

相 手 方不応詰 2件

不迪 合 芋 案 につき不受 Jll1 1件

2 ADR手 続 用 各 Trl書 類等 の整備
従来 より作成 されていた各種 書類 について見直しを行 い泰備 しました。

また、ADRに ついての問い合 わせ、利 用 中し込みが会 の事務 局 に直接 なさ
れた場合 の対応 について、当センか―の 目的 、訓停 手続 き等 の説 り]を行 い、

その趣 旨に反 しない案件 について受付 する必 要 がありますので、事務 手続 き

マニュアルを作成 しました。

①事務 手続 きマニュアル

②受付 栗

③訓停 中込書

④ AI)R利 用at明 書 (別 添参照 )
⑥ ADR手 続進行説明隊〕
⑥手続実施者ネ紳

以上



ADRセ ンターご利用にあたって
(調停手続きの説明善 )

和歌山県司法書士会ADRセ ンター

お隣、ご近所、夫婦間の トラブルから境界、金銭、損害賠償、をめ ぐってのいろ

いろな紛争の解決に、これからの関係を大切にしたい、裁判にまではした くない、

何とか話し合いで解決できないものか。

そういうご希望に答えたい、話し合いの

ためのお手伝いをしたい。

和歌山県司法書士会ADRセ ンターは、
裁判によらずに話し合いで「もめごと」や
「トラブル」を解決することを目的として

いる、対話調停のための機関です。

当事者同士の話し合いが円滑に進むよう、

トレーニングを受けた司法書士が、公平な

立場で話し合いのサポー ト (お手伝い)を
します。

<手続費用>

1何とかしたい |

とめごこ
トラブJb    、

i       l
催米卜ll lトラアウ■     ,

用猟・ 卜,I々ケ   .i

将よ軸 のトン:力,   、  |
,酬■末●オお力  i
立ヽトラカ,   ィ

'ヽ

It4ト ンア州
|な わ・loい 性ム

`大
,D(

(た い

手続和I用料は無料です。 (但 し、資料等の取寄せが必要な場合は実費のみ頂

きます。また、当事者の皆様が訓停に参加のための旅費等は各自ご負担下さい。

調停期日に出席 したが調停を実施できなかった場合も補償等は出来ません )

<プライバシーヘの配慮>
調停人及び受付 (応諾要請)担当者が調停手続で知 り得た事実については、
プライバシーに配慮 し、他に漏らされることはありませんのでご安心下さい。

く事前の法律相談について>
当事者の皆様は、調停手続の進行中、いつでも法律相談を受けることは自由

ですので、積極的に、和歌山県司法書士会総合相談センター (相談料 :無料、

ただ し、司法書士法に定める業務範囲内のものに限 ります)そ の他の各種法律
相談 (法律専門家による有料相談を含む)を 受けられることをお勧め します。
<調停合意喜について>
話 し合いの結果、合意に至ったときは「調停合意書」を作成することにな り

ます (ただ し、事案により合意書を作成 しない場合もあります)が、この「調
停合意書」は、裁判所の調停調書と違い、それに基づいての強制執行は出来ま

せん。 (契約書として、合意があったことの証明書 とな ります。)しか し、当
センターでは、強制執行する必要のない充分な合意が得 られるよう、話 し合い

のサポー ト (お手伝い)を したいと考えています。

ADRと は 、Alternative Dispute ResOlutionの 3つ の頭 文字 を
4_めたもので、日本では「裁判外紛争解決手続」と訳されています。



<調停手続きの開始>
1 訓 li/手続き利用の中し込みを頂き、kしたら、当センターでお受けするかどうかの判断をし
てその結栄を連絡させていただきます。

2 お受けする場合は、当センター応詰要詰著から当■イの方に、ど利用にあたってのご案内、
相手方としてご利用頂く方へのご案内、訓停手続への参加の意思確認などを行います。
3 11し 、中込考から小日手方に「和歌山県司法書士会ADRセ ンターに fl体手続の中し込みを
した 1こ とを連絡 して頂いている場合は、上記の一部を省略することがあります。
4 相手方から、〕3仁手続へ参加の同意が得ち れれば、調件人の選任と、第 1回 日の前停の日

/・ tt I.tを 行い、第 1回 日の訓停を行います。 (場所は、原則として布1歌山県司法普士会館
となりますが、逸方の場合は別途協議いたします。)

5 相手力からltlB停手続へ参加の ll意が得られなかった場合は、手続きは終了し、 ll停は Jll始
されません。

<調停の進行について>
1 本調件は同万fで話し合いを進めることを原則とし、訓停人が刑1当 と判断した場合は、別席
でお話をうかがうことがあります。

2 中立人及びll手方は、白らが依頼する専門家に1¶談することを希望する甥合、その旨を中
し「Hて頂くことによりいつでも訓仁を中 IJlすることができます。

3 中立人及び相手方は、いつでも木謝停を中断または終 了することができます。
4 中立人及び相手方は、この問題に開して裁判を中し立てる権利を有します。ただし、裁判
手続きにおいて、または裁判手続きにかかわらず、当センターに対し扁L拠書類の提出・謄

写や証言の要詰がありましても応 じることはお llり します。

5 木前件がド]滑に進められない場合は、当センターが判Wiし て木訓件を終了させることがあ
ります。この場合、当センターは文吉で当 lj者双方にお知らせします。

く調停手続の終了>
1 部」T者が話し合って合意に至つたときは、消芋4期方の了解を得て、合意の内本を「ll停
合意昔Jと して作成し (I案内容により作成しない場合あり)、 訓停手続ケよ終 Fします。
2 著事考は、 ll停での合意が成立するまでの問であれば、中立人は手続を収下げて、相手方
は手続からv/11脱をして、それぞれ手続を終了させることができます。手続の収 卜及び酎t肌

は、書面に記 lllkし て 1/t■出していただきますので、取 ドもしくは脚t脱をされる場合は、訓仁

人にご小日談 ドさい。

3 以下の場合、訓仁人が訓仁手続を終了させることがあります。
① 紛争解決の目的が公序良俗に反すると訓停人が判断モンたとき0

② 当I1/の双方又は ‐方が止当な埋山なく、連続して 2「I以上

"1日

に欠ナ市ft″たとき。

③ lЧ ll著 の双方又は 方が調停人の指押に従わず、調停手続の継統が困難であると訓
停人が判断したとき。

④ 当 l・者のX方叉は 一方がれ1狗Tをする意思がないことを明確にしたとき。
⑤ に記のほか、当事者問に和解が成立する見込みがないと調停人が判断したとき。

※訓停人が手続を終了させた場合は、当センターから当事イ双方にお魚Iら せします。

! ぅ.iri.生


